
地震対策-391

参考：キラーパルスについて

・震源から観測点に向かって破壊が進行する際に，断層
面から発生する地震波が重なることによって大きな振幅
となった地震動を指向性（ディレクティビティ）パルスとい
う。

・周期1～2秒が卓越したディレクティビティパルスは，特に
木造家屋などにダメージを与えやすいことから，キラー
パルスとも呼ばれており，1995年兵庫県南部地震でも甚
大な被害が生じた要因となった。

・1995年兵庫県南部地震において，壁式鉄筋コンクリート
造の構造物の被害は少ない。東海第二発電所の原子炉
建屋も壁式鉄筋コンクリート造であるため，キラーパルス
の影響を受けにくいと考えられる。

上図：1940年インペリアルバレー地震におけるエル・セントロ
観測点の速度波形（ランダム波）

下図：1995年兵庫県南部地震における神戸気象台の速度波形
（指向性パルス）

久田(2009)に一部加筆

ランダム波と指向性パルス（イメージ）

指向性パルスの
観測点

▼

ランダム波の観測点
（指向性パルスが生じにくい）

▼

小断層②

小断層① 小断層③

小断層④

小断層⑤

破壊の進行方向

断層

指向性パルス

：合計 ：小断層① ：小断層② ：小断層③ ：小断層④ ：小断層⑤
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７．基準地震動策定の保守性
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参考 用語の定義（１／２）

本資料で使用する用語の定義を以下に示す。

・応答スペクトルに基づく手法
応答スペクトルに基づく手法とは，多数の地震観測記録を分析して求めた経験的な関係に基づき，主に地震の規模や震源距離を入力パラメータに用いて，検
討対象の地震による地震動の応答スペクトルを計算する手法をいう。同手法には，Noda et al.（２００２）の方法（耐専スペクトル）等がある。

・断層モデルを用いた手法
断層モデルを用いた手法（波形合成法）とは，断層をモデル化し，断層面での地震発生や地震波の伝播を，震源断層面を分割した小断層ごとに，中小地震の
時刻歴波形を重ね合わせて合成することで，地震動の時刻歴波形を計算する手法をいう。同手法の主なものとして，経験的グリーン関数法，統計的グリーン
関数法がある。

・応答スペクトル
応答スペクトルとは，地震動がいろいろな固有周期を持つ建物・構築物及び
機器・配管系に対して，どのような揺れ（応答）を生じさせるかを，縦軸に加
速度・速度等の最大応答値，横軸に固有周期（又はその逆数の固有振動数）
をとって，分かりやすいように描いたものをいう。加速度応答スペクトルの短
周期側は地震動の加速度時刻歴波形最大値に漸近する。従って，周期0.02
秒での応答加速度は時刻歴波形の最大値とみなすことができる。

・SMGA／アスペリティ
Strong Motion Generation Areas （強震動生成域）の略で，強震動を強く放出する領域のことを指す。本資料ではアスペリティも同義語として用いている。

・要素地震
要素地震とは，経験的グリーン関数法（「経験的グリーン関数法」参照）の計算に用いる中小地震の観測記録及び統計的グリーン関数法の計算に用いる人工
的に作成した中小地震の地震波をいう。

・地震モーメント
地震モーメントは，断層運動としての地震の大きさ（地震規模）を示す量で，岩盤の剛性率（硬さを表す指標の一つ）と震源断層面の平均すべり量と震源断層
の面積との積で表される。地震モーメントの値は，地震によって発生した地震波のうち，地表面を伝わる周期の長い波の振幅から直接求めることができる。

・正断層
正断層とは，断層の上側の地盤が断層面上をすべり落ちる形となる断層をいい，引張力の働く場で形成される。一方，逆断層とは，断層の上側の地盤が断層
面上をのし上がる形となる断層をいい，圧縮力の働く場で形成される。

※

※ 応答スペクトルの周期0.02秒における応答加
速度は，加速度時刻歴波形最大値とみなせる。
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参考 用語の定義（２／２）

本資料で使用する用語の定義を以下に示す。

・経験的グリーン関数法
経験的グリーン関数法とは，波形合成法の一つであり，実際に発生した中小地震の敷地における観測記録（これを「経験的グリーン関数」という。）を要素地震
として足し合わせ，大きな地震による揺れを計算する方法をいう。大きな断層面が破壊する地震は，断層面の一部が破壊する小地震の集合として評価するこ
とができる。このため，断層面全体ヘの破壊伝播等を考慮して小地震の波形を足し合わせると，評価対象とする地震による波形を合成することができる。この
方法では，震源断層面付近で発生した中小地震による評価地点での適切な観測記録が必要となるものの，地下構造による影響は観測記録に含まれるため，
地下構造のモデルを設定する必要がない。

・統計的グリーン関数法
統計的グリーン関数法とは，波形合成法の一つであり，既往の観測記録を統計処理し，人工的に時刻歴波形（これを「統計的グリーン関数」という。）を作成し，
それを要素地震として足し合わせ，大きな地震による揺れを計算する方法をいう。大きな断層面が破壊する地震は，断層面の一部が破壊する小地震の集合と
して評価することができる。このため，断層面全体ヘの破壊伝播等を考慮して小地震の波形を足し合わせると，評価対象とする地震による波形を合成すること
ができる。
統計的グリーン関数法では解放基盤表面よりも深い地盤地下構造のモデルを設定することにより，評価地点の地下構造による影響を反映している。

・リニアメント
リニアメントとは，崖，尾根の傾斜急変部，谷や尾根の屈曲等の地形的特徴が，直線又はそれに近い状態に配列している場合，その線状の地形をいう。リニ
アメントは，断層活動によって生ずるばかりでなく，軟質な岩盤が浸食されることによって生ずることもあるので，断層であるか否か判断するに際して，その成
因を地表地質調査等により調査する必要がある。

・不確かさ
評価の過程に含まれる物理量・モデルなどにおけるばらつきのこと。震源モデルの不確かさを考慮する場合には，敷地における地震動評価に大きな影響を与
えると考えられる支配的なパラメータについて分析し，その結果を地震動評価に反映させることが必要である。

・検討用地震
敷地に大きな影響を与えると予想される地震のこと。「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」においては，内陸地殻内地震，プレート間地震及び海洋プ
レート内地震について，検討用地震を選定し評価を行う。

・マグニチュード（M）とモーメントマグニチュード（Mw）
「地震は地下の岩盤がずれて起こるものです。この岩盤のずれの規模（ずれ動いた部分の面積×ずれた量×岩石の硬さ）をもとにして計算したマグニチュード
を，モーメントマグニチュード（Mw）と言います。一般に，マグニチュード（M）は地震計で観測される波の振幅から計算されますが，規模の大きな地震になると岩
盤のずれの規模を正確に表せません。これに対してモーメントマグニチュードは物理的な意味が明確で，大きな地震に対しても有効です。ただし，その値を求
めるには高性能の地震計のデータを使った複雑な計算が必要なため，地震発生直後迅速に計算することや，規模の小さい地震で精度よく計算するのは困難
です。」（気象庁HPより抜粋）
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耐震設計評価
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１．既設の耐震補強工事

２．東海第二発電所における主な耐震設計の特徴

３．耐震安全性を確認する基準地震動Ｓｓ

４．主な耐震評価結果

５．まとめ
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○ 新たな基準地震動Ｓｓの策定を踏まえて，耐震性を向上させる観点から実施する既設設備に対す
る耐震補強を以下に示す。

耐震補強内容目 的施設・設備名称

高強度材料適用
フランジボルトの許容限界値の向
上

格納容器スタビライザ
機器・
配管系

落下防止対策の追設
地震時落下防止による
波及的影響防止

原子炉建屋クレーン

ガーダ等の部材強化
地震時落下防止による
波及的影響防止

燃料取替機

サポートの追加
及び補強

配管系の支持機能強化配管系

架台部への
耐震補強サポート追設

残留熱除去系熱交換器の
支持機能強化

残留熱除去系熱交換器

架構部への補強梁追加
水圧制御ユニットの
支持機能強化

水圧制御ユニット

シアラグ部への補強材追加
格納容器とシアラグ取付け部の
応力低減対策

格納容器シアラグ部

支持構造物の部材のサイズ変更及
び高強度材料適用

支持構造物の応力低減対策
使用済燃料乾式貯蔵容器
（資料１－２参照）

鉄塔部への支持部材の
追加及び地盤改良

主排気筒の支持機能強化主排気筒
建物・
構築物

地盤改良地盤の変位の抑制地下排水設備

地盤改良
地震時の護岸構造健全性維持に
よる貯留堰への波及的影響防止

貯留堰取付護岸
土木
構造物

屋外二重管を支持する
基礎構造の追設

屋外二重管の
支持機能強化

屋外二重管基礎構造

地盤改良
地震時の取水構造物の
健全性維持

取水構造物

１．既設の耐震補強工事
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２. 東海第二発電所における主な耐震設計の特徴

内 容項 目

• ブローアウトパネル閉止装置は，ブローアウトパネル開放後の原子炉建屋原子炉
棟の気密性確保の観点から設置している。

• パネル閉止装置について加振試験により地震時においても健全（動作要求を満た
している）であることを確認した。

（参考）ブローアウトパネル：主蒸気配管破断を想定した場合の放出蒸気による圧力等から

原子炉建屋等を防護するため，放出蒸気を建屋外に放出することを目的に設置

ブローアウトパネル閉止装置の
地震時健全性
(７．主な耐震評価結果
① 機器・配管系 を参照)

1

• 耐震評価における地下水位条件は，保守的に地表面としている。
• 地下排水設備を設置している原子炉建屋は，地下水位を建屋基礎底面レベル以

深に維持できることから，地下水位条件は建屋基礎底面レベル以深としている。
• 地下排水設備について，集水ピットの周囲をセメント系固化により地盤改良を条件

に基準地震動Ｓｓによる評価を行い，発生応力が許容限界を超えないことを確認
した。

原子炉建屋の耐震設計における
地下水位
(７．主な耐震評価結果
② 建物・構築物 を参照)

2

• 土木構造物が設置される地盤は，解析により液状化の発生が認められないことを
確認している。

• しかし，保守的な配慮から地震時に地盤を
強制的に液状化させることを仮定した評価
条件により土木構造物の健全性を確認した。

土木構造物の耐震設計における
地盤物性の扱い
(７．主な耐震評価結果
③ 土木構築物 を参照)

3
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敷地に存在しない豊浦標準砂の
液状化強度特性により強制的に
液状化させることを仮定（④）

原地盤に基づく
液状化強度特性（‐1σ）（①，②，③）

○ 先行プラントで実績を有する耐震設計に対して，ＢＷＲプラントにおける固有設備（項目１），敷地
の地盤特性（項目２及び３）を踏まえた東海第二発電所における主な耐震設計の特徴を示す。
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敷地ごとに震源を特定して策定する地震動
震源を特定せず策定する

地震動

発生様式ごとに検討用地震の選定
（プレート間地震，海洋プレート内地震，内陸地殻内地震）

基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性を確認
（策定した基準地震動を用いて確認）

応答スペクトル 応答スペクトル設計用応答スペクトル

地震動 地震動模擬地震動

地
震
動
評
価

断層モデルを用いた
手法による地震動評価

地震観測記録による
検 討

応答スペクトルに基づく
地震動評価

震源と活断層を関連づけること
が困難な地震の地震観測記録

不確かさ考慮 不確かさ考慮

３．耐震安全性を確認する基準地震動Ｓｓ （1／3）

基準地震動 Ssの策定

○ 東海第二発電所の基準地震動Ｓｓは，応答スペクトル法によるＳｓ－Ｄ１に加え，一部周期帯でＳｓ－Ｄ１を上回る断層
モデル手法による６波(内陸地殻内地震４波，プレート間地震２波）及び震源を特定せず策定する地震動１波の合計８
波とした。断層モデル手法によるＳｓ及び「特定せず」のＳｓは，Ｓｓ－Ｄ１を上回る周期帯が異なるため，それぞれの基
準地震動Ｓｓによる地震力を用いた耐震健全性評価を行う。
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Ｓｓ－D１ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１１ F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）
Ｓｓ－１２ F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－１３ F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－１４ F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－２１ 2011年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ）
Ｓｓ－２２ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－３１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動
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３．耐震安全性を確認する基準地震動Ｓｓ （2／3）

○ 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル図を示す。



地震対策-400

最大加速度（cm/s2）
基準地震動

UD成分EW成分NS成分

応答スペクトル手法による基準地震動Sｓ-D１

F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断
層の連動による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1）

Sｓ-１１

F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断
層の連動による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）

Sｓ-１２

F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断
層の連動による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）

Sｓ-１３

F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断
層の連動による地震
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2）

Sｓ-１４

2011年東北地方太平洋沖型地震
（短周期レベルの不確かさ）

Sｓ-２１

2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの
重畳）

Sｓ-２２

2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結
果に保守性を考慮した地震動

Sｓ-３１

○ 基準地震動Ｓｓの最大加速度の一覧を示す。
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３．耐震安全性を確認する基準地震動Ｓｓ （3／3）



地震対策-401

動的機能維持評価方法構造強度評価方法

○耐震評価の手法

機器・配管系の耐震評価は，基準地震動ＳＳに対して，
構造強度評価により強度的に問題がないことを確認する
とともに，地震時に動的機能が求められる設備（表１）に
ついては，動的機能が維持できることを確認する。

４．主な耐震評価結果 ① 機器・配管系 （1／7）

図１ 建屋－機器連成解析モデル 図２ 機器・配管系モデル
（立型ポンプの例）

図３ 動的機能維持評価に実施例

(b) 応答加速度（黒線）と機能確認済加速度（赤線）との比較状況

(a) 機能確認済加速度確認のための加振試験状況

表１ 動的機能要求設備

非常用ディーゼル発電機ポンプ

弁ポンプ駆動用タービン

制御棒電動機

電気盤ファン

可搬型設備（ポンプ，電源装置）ダンパ



地震対策-402

高圧注水手段の強化（高圧代替注水系の新設） ⇒ 応力・加速度の発生値が許容値を下回ることを確認

原子炉隔離時
冷却系ポンプ

復水貯蔵タンク

原子炉
圧力
容器

格納容器

サプレッション・プール

タービンへ

原子炉建屋 屋外

常設高圧代替
注水系ポンプ

常設代替直流電源設備

高圧炉心スプレイ系ポンプ

可搬型代替
低圧電源車

可搬型
整流器

可搬型代替
直流電源設備

水
蒸気
電気

新たに強化した設備

許容値発生値応力分類評価部位評価項目評価対象設備

398 MＰa64 MPa引張応力取付ボルト構造強度常設高圧代替注水系
ポンプ 3 Ｇ0.72 Ｇ応答加速度（水平）ポンプ機能維持

165 MＰa42 MPa引張応力基礎ボルト構造強度
常設代替直流電源設備

（緊急用直流125V蓄電池）

210 MPa146 MPa引張応力取付ボルト構造強度
可搬型代替直流電源設備
（可搬型代替低圧電源車） 1.52 Ｇ1.08 Ｇ応答加速度（水平）

可搬型代替低圧電
源車

機能維持

４．主な耐震評価結果 ① 機器・配管系 （2／7）

○ 福島第一原子力発電所事故で得られた教訓を踏まえ新たに設置する設備の耐震評価結果の例



地震対策-403

低圧注水手段の強化（低圧代替注水系の設置） ⇒ 応力・加速度の発生値が許容値を下回ることを確認

４．主な耐震評価結果 ① 機器・配管系 （3／7）

許容値発生値応力分類評価部位評価項目評価対象設備

398 MPa64 MPa引張応力取付ボルト構造強度常設低圧代替注水系
ポンプ 3 Ｇ0.72 Ｇ応答加速度（水平）ポンプ機能維持

399 MPa367 MPa組合せ応力フレーム構造強度
常設代替高圧

電源装置 1.14 Ｇ0.42 Ｇ応答加速度（鉛直）
常設代替高圧電源装置

内燃機関（No.6）機能維持

451 MPa115 MPa引張応力取付ボルト構造強度
可搬型代替注水

大型ポンプ 1.52 Ｇ1.08 Ｇ応答加速度（水平）
可搬型代替注水

大型ポンプ機能維持

178 MPa141 MPa引張応力取付ボルト構造強度
可搬型代替注水

中型ポンプ 0.89 Ｇ0.58 Ｇ応答加速度（鉛直）
可搬型代替注水

大型ポンプ機能維持

○ 福島第一原子力発電所事故で得られた教訓を踏まえ新たに設置する設備の耐震評価結果の例



地震対策-404

原子炉圧力容器，原子炉格納容器 ⇒ 発生応力が許容値を下回ることを確認

許容値発生値応力分類評価部位評価項目評価対象設備

338 MPa237 MPa
一次膜＋

一次曲げ応力

ノズルセーフエンド
（ジェットポンプ計
測貫通部ノズル）

構造強度
原子炉

圧力容器

10.98座屈
底部とフランジプ
レートとの接合部

構造強度
原子炉

格納容器

原子炉格納容器構造概要図 原子炉圧力容器構造概要図

底部とフランジ
プレートとの接合部

ジェットポンプ
計測貫通部ノズル

ジェットポンプ
計測貫通部ノズル拡大図

ノズル
セーフエンド

４．主な耐震評価結果 ① 機器・配管系 （4／7）

○ 既設設備（代表設備）の耐震評価結果の例



地震対策-405

残留熱除去系熱交換器，水圧制御ユニット ⇒ 発生応力が許容値を下回ることを確認

許容値発生値応力分類評価部位評価項目評価対象設備

444 MPa405 MPa引張応力
取付ボルト
（ラグ部）

構造強度
残留熱除去系

熱交換器

270 MPa74 MPa組合応力フレーム構造強度

水圧制御ユニット

6 Ｇ1.29 Ｇ応答加速度
（水平）

CRDスクラム弁機能維持

４．主な耐震評価結果 ① 機器・配管系 （5／7）

○ 既設設備（耐震補強設備）の耐震評価結果の例

残留熱除去系熱交換器耐震補強概要図 水圧制御ユニット支持構造の耐震補強概要図

取付ボルト
（ラグ部）

追設サポート

追設梁 追設梁追設梁

水圧制御ユニット

残留熱除去系熱交換器



地震対策-406

４．主な耐震評価結果 ① 機器・配管系 （6／7）

○ 東海第二発電所における主な耐震設計の特徴（ブローアウトパネル閉止装置の地震時健全性）

・ブローアウトパネル閉止装置は，ブローアウトパネル開放後に原子炉建屋原子炉棟の機能確
保の観点から設置する。当該設備は，地震後において動作要求を要することから加振試験を用
いて健全性を確認した。

ブローアウトパネル配置図

ブローアウトパネル閉止装置加振試験装置

X Y

Z

扉
BOP

開口部



地震対策-407

○ 加振試験の妥当性
ブローアウトパネル（BOP）閉止装置の固有周期範囲において，

加振試験により得られたBOP閉止装置位置の応答スペクトル（赤
線）は，建屋の応答スペクトル（黒線）を超える加振がされているこ
とを確認した。

４．主な耐震評価結果 ① 機器・配管系 （7／7）

Ｓｓによる加振試験結果とSs包絡条件との比較（扉開時）

結果試験項目
区分

（扉状態）

良好

作動確認
・扉閉操作
・電動での扉開閉確認
・手動での扉開閉確認

加振試験
（扉開状態）

良好気密性能試験

良好
作動確認
・電動での扉開閉確認
・手動での扉開閉確認

加振試験
（扉開状態）

良好気密性能試験

○ 加振試験結果
・ 各部に破損等の異常は確認されず，ブローアウトパネル閉止
装置の耐震健全性が確認された。加振試験後においても，気密
性が確保でき，原子炉建屋原子炉棟の気密性能も確保できる
ことを確認した。

・ また当該装置の各部位に発生する地震時の応力等は，許容
値を下回ることを確認した。

許容値発生値
応力
分類

評価
部位

評価
項目

評価対
象設備

43830 N43800 N
引張
荷重

チェー
ン

構造
強度

ブローウ
アウトパ
ネル閉
止装置

ｃ
ｖ

A4

X Y

Z

A2

扉 BOP
開口部

ＢＯＰ閉止装置加振試験結果

ＢＯＰ閉止装置の構造強度評価結果（裕度最小の評価部位）



地震対策-408

○ 建物・構築物の一覧表と配置図

４．主な耐震評価結果 ② 建物・構築物 （1／6）

既設

原子炉建屋

建物・構築物
主排気筒

使用済燃料乾式貯蔵建屋
（資料１－２参照）

新設

緊急時対策所建屋
建物・構築物

格納容器圧力逃がし装置格納槽



地震対策-409

○ 原子炉建屋

・解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを用いて一次元波動論により算定した建屋基礎底面及び側面地盤ばね位置での応答波を
入力とした地震応答解析を実施した。

・地盤物性のばらつきを考慮した原子炉建屋の耐震壁のせん断ひずみを算出し，最大せん断ひずみと許容限界を比較した結果，耐震壁
の最大せん断ひずみは0.60×10-3であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。

（NS方向） （EW方向）
せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ｓｓ－３１，要素番号(5)）

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

地震応答解析モデル及び入力地震動の概念図（水平方向）

○：基本モデル
△：地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）
◇：地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

モデル名称地盤物性

基本モデル標準地盤基本ケース

地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）標準地盤＋σ相当
地盤物性の変動による影響

地盤物性のばらつきを考慮（－σ）標準地盤－σ相当

EL.-9.00 m

EL. 8.20 m

側面ばね

底面ばね

EL. 8.0 m

各位置の応
答波を入力

せん断力 入
射
波
Ｅ

反
射
波
Ｆ

EL.-9.0 m

EL.-370 m

解放基盤表面

０

入
射
波
Ｅ

一次元波動論に
よる応答計算

(岩盤)

(表層)

基準地震動Ｓｓ
2Ｅ０

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

・( )内は要素番号を示す。

４．主な耐震評価結果 ② 建物・構築物 （2／6）



地震対策-410

○ 緊急時対策所建屋

・地盤物性のばらつきを考慮した緊急時対策所建屋の耐震壁のせん断ひずみを算出し，最大せん断ひずみと許容限界を比較した結果，
耐震壁の最大せん断ひずみは0.115×10-3であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

地震応答解析モデル及び
入力地震動の概念図（水平方向）

（NS方向） （EW方向）
せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ｓｓ－２２，要素番号(4)）

モデル名称

地盤物性

地盤改良土
支持地盤

表層地盤

基本ケース改良目標値平均値基本ケース

試験施工の平均値を考慮平均値平均値

地盤物性の変動
による影響

試験施工のばらつきを考慮（＋σ）＋σ相当＋σ相当

試験施工のばらつきを考慮（－σ）－σ相当－σ相当
20.80

基礎スラブ

23.30

30.30

37.00

43.50

51.00

EL.
(m)

KH

KR
地盤ばね

EL.-370m

解放基盤表面

EL.-15.2m

EL. -5.5m

EL.  1.0m

EL.  7.2m

EL. 13.6m

▼ EL. 23.0m（地表面）

Km

D2g-3

D2c-3

D2g-3

fl

du

D2c-3

地盤改良

EL. 20.8m
（基礎下端）

（基礎下端より上層
は考慮しない）

一次元波動論に
よる応答計算

基準地震動Ss
2Ｅ０

入
射
波
Ｅ０

入
射
波
Ｅ

反
射
波
Ｆ基礎底面位置の

応答波を入力 D2s-3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

・( )内は要素番号を示す。

・福島第一原子力発電所の免震重要棟は，２０１１年の事故時にそ
の機能を維持し，事象収束へ向けた対策検討，指揮命令を発する
場所として機能したことから，免震構造には一定の効果があると
いえる。一方，東海第二発電所の緊急時対策所建屋では，先行プ
ラントの状況等を勘案し，耐震構造とすることとした。

・右表に緊急時対策所建屋に設置される代表機器の評価結果を示
す。全ての評価対象設備について，応力・加速度の発生値が許容
値を下回ることを確認した。

許容値発生値応力分類評価部位評価項目評価対象設備

210（MPa）81（MPa）引張応力取付ボルト構造強度
緊急時対策所

用発電機 1（G）0.55（G）
応答加速度

（鉛直）
緊急時対策
所用発電機

機能維持

385（MPa）147（MPa）引張応力取付ボルト構造強度
緊急時対策所

用制御盤 1.3（G）0.65（G）
応答加速度

（水平）
緊急時対策
所用制御盤

機能維持

緊急時対策所建屋に設置される代表機器の耐震評価結果

４．主な耐震評価結果 ② 建物・構築物 （3／6）

最大応答加速度（cm/s2）
EL.(m)

UD方向EW方向NS方向

70076673251.00

66573669043.50

63169267137.00

59565665030.30

53063163023.30

52462762620.80
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４．主な耐震評価結果 ② 建物・構築物 （4／6）

○ 応力解析による評価

・使用済燃料プール，原子炉格納容器底部コンクリートマット，原子炉建屋基礎盤，主排気筒，緊急時対策所建屋及び格納容器圧力
逃がし装置格納槽について，基準地震動Ｓｓによる評価結果のうち，検定比が最も厳しい結果を下表に示す。

基準地震動Ｓｓによる地震力に対する応力解析による評価結果

耐震補強の
必要性

判定検定比許容値発生値評価項目評価対象

否可0.713.01（N/mm2）2.15（N/mm2）面外せん断応力度底版使用済燃料プール
原
子
炉
建
屋

既
設

否可0.95＊11.06（N/mm2）1.01＊1 （N/mm2）面外せん断応力度底部
原子炉格納容器

底部コンクリートマット

否可0.70345（N/mm2）242（N/mm2）引張応力度基礎スラブ原子炉建屋基礎盤

要可0.65＊213193（kN）8641（kN）鉛直支持力杭主排気筒

―可0.6317224（kN）10819（kN）鉛直支持力杭緊急時対策所建屋
新
設

―可0.352.84（N/mm2）0.992（N/mm2）面外せん断応力度基礎スラブ
格納容器圧力逃がし装置

格納槽

＊1 ： 応力の再配分等を考慮して，応力の平均化を行った結果
＊2 ： 支持機能強化を目的とした鉄塔部への支持部材の追加及び地盤改良による耐震補強を実施した場合の結果

・評価した結果，検定比（発生値／許容値）が1を下回っており，発生応力が許容限界を超えないことを確認した。

・主排気筒は，耐震補強（支持機能強化を目的とした鉄塔部への支持部材の追加及び地盤改良）を実施する。
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４．主な耐震評価結果 ② 建物・構築物 （5／6）

○ 東海第二発電所における主な耐震設計の特徴
（原子炉建屋の耐震設計における地下水位）

・地下排水設備は，原子炉建屋に対し，その耐震性を確保するため地下
水位を原子炉建屋基礎底面レベル以深に維持する機能を有するため，
基準地震動Ｓｓに対する機能維持を確認する。

・原子炉建屋の南東角部及び南西角部付近の2箇所に地下排水設備集
水ピットに配置し，地下排水設備排水ポンプを設置している。また，地下
排水設備集水管を原子炉建屋の東面，西面及び南面に配置している。

・地下排水設備集水ピットの周囲は，地盤の変位を抑制することを目的と
して，支持岩盤である砂質泥岩の上部をセメント系固化により地盤改良
を行う。

・地下排水設備について，基準地震動Ｓｓによる評価結果のうち，検定比
が最も厳しい結果を下表に示す。

・いずれの評価結果も検定比（発生値／許容値）が1を下回っており，発
生応力が許容限界を超えないことを確認した。

基準地震動Ｓｓによる地震力に対する応力解析による評価結果

判定検定比許容値発生値評価項目地下排水設備 評価対象

可0.062147（MPa）9（MPa）引張応力基礎ボルト
排水ポンプ

可0.2552（G）0.51（G）応答加速度（鉛直）地下排水設備排水ポンプ

可0.074369（MPa）27（MPa）一次応力IW-001YD排水配管

可0.155168（MPa）26（MPa）引張応力
基礎ボルト

（集水ピット水位監視盤）集水ピット水位

可0.6071.5（G）0.91（G）応答加速度（鉛直）集水ピット水位監視盤

可0.197168（MPa）33（MPa）引張応力基礎ボルト
排水ポンプ制御盤

可0.4552（G）0.91（G）応答加速度（鉛直）排水ポンプ制御盤

可0.4145.88（kN・m/m）2.43（kN・m/m）曲げモーメント屋根スラブ地下排水上屋

可0.34552（kN）17.92（kN）せん断力管軸方向断面排水シャフト

可0.573222（kN）127（kN）せん断力底版集水ピット

可0.9060.74（kN・m/m）0.67（kN・m/m）曲げモーメント横断方向断面集水管

排水ポンプ

EL. + 8.0m

通常の地下水水位

人工岩盤
集水管

起動・停止

E.L - 4.0m

集水ピット水位計

制御盤

排水先へ

EL. - 9.0m

原子炉建屋

EL. - 15.2m

原子炉建屋
基礎盤下端

約 6.2m

集水ピット

非常用電源系より

フローグラス等

原子炉建屋地下排水設備の
概略断面図

原子炉建屋地下排水設備の
概略平面図

原子炉建屋

原子炉建屋地下排水設備
集水ピット 東側

原子炉建屋地下排水設備
集水ピット 西側

集水管

PN
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○ 原子炉建屋地下排水設備の評価について

４．主な耐震評価結果 ② 建物・構築物 (6／6）

許容限界評価項目地震荷重解析手法解析モデル評価対象部位地下排水設備

短期許容応力度曲げ圧縮応力度
引張応力度
せん断力

地盤改良体を
考慮した一次
元波動論による
地震応答解析
で得られた地盤
変位

応答変位法

線形はり－非線形地盤ばねモデル

管軸方向断面
（鉛直断面）

排水シャフト

ひび割れ保証
モーメント

曲げモーメント管軸方向断面
の応力解析で
得られた地盤
ばね反力の最
大値を地震時
土圧として設定

フレーム解析

線形はりモデル

横断方向断面
（水平断面）

ひび割れ保証
モーメント

曲げモーメント基準地震動Ｓｓ
に対する原子
炉建屋の基礎
地盤安定解析
で得られた集水
管位置の最大
地盤応力を地
震時土圧として
設定

フレーム解析

線形はりモデル

横断方向断面集水管



地震対策-414
屋外重要土木構造物及び津波防護施設の耐震評価における検討ケース

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （1／11）

【地盤のばらつきを考慮した解析ケース】

上記の解析（解析ケース④）を含めた，
以下の解析ケースを実施することで地
盤の液状化強度特性及びせん断波速
度Vs（地盤の剛性を示す指標）のばら
つきを考慮した耐震評価を行っている。

①原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解
析ケース（基本ケース）

②地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析
ケース

③地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析
ケース

④敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度
特性により強制的に液状化させることを仮定
した解析ケース

⑤原地盤において非液状化の条件を仮定した
解析ケース

⑥地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して

非液状化の条件を仮定した解析ケース

○ 東海第二発電所における主な耐震設計の特徴（土木構造物の耐震評価における地盤物性の扱い）

※ 解析ケース

地盤物性のばらつきを網羅的に考
慮するため，同一の耐震評価モデル
に対して地盤物性値を変更した評価

【強制的な液状化を仮定した評価】

地中土木構造物への保守的な配慮とし
て，敷地に存在しない豊浦標準砂に基づ
く液状化強度特性により地震時に地盤を
強制的に液状化させることを仮定した評
価を実施し，耐震性を確認している。

（Ｓｓ全波について実施）
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0.1 1 10 100 1000

せ
ん

断
応

力
比

（
τ

/
σ

m
）

繰返し載荷回数 Nc

原地盤（-1σ）

原地盤（平均）

豊浦標準砂

原地盤において非液状化の

条件を仮定（⑤，⑥）

敷地に存在しない豊浦標準砂の
液状化強度特性により強制的に
液状化させることを仮定（④）

原地盤に基づく
液状化強度特性（‐1σ）（①，②，③）

各検討ケースにおける液状化強度の関係 各検討ケースにおけるせん断波速度Vsの関係

○ 東海第二発電所における主な耐震設計の特徴（土木構造物の耐震評価における地盤物性の扱い）（続き）

各解析ケースにおける地盤の液状化強度特性及びせん断波速度Vsの概念を以下に示す。

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （2／11）
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原地盤（平均－1σ）

豊浦標準砂

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性
により強制的に液状化させることを仮定（④）

原地盤(平均)(①)

原地盤(-1σ)(③)

原地盤(+1σ)(②)

原地盤において非液状化の

条件を仮定（⑤，⑥）

せ
ん

断
波

速
度

V
s
（

m
/
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４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （3／11）

○ 土木構造物の一覧表

新 設

常設代替高圧電源装置置場

屋外重要
土木構造物

常設代替高圧電源装置用カルバート
（トンネル部） （立坑部） （カルバート部）

代替淡水貯槽

常設低圧代替注水系ポンプ室

常設低圧代替注水系配管カルバート

格納容器圧力逃がし装置用カルバート

緊急用海水ポンプピット

緊急用海水取水管

ＳＡ用海水ピット

海水引込み管

ＳＡ用海水ピット取水塔

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎

可搬型設備用軽油タンク基礎

防潮堤
（鋼製防護壁） （鉄筋コンクリート防潮壁）
（鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア））
（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁）

津波防護
施設

貯留堰

既設（耐震補強を今後実施）

取水構造物屋外重要
土木構造物 屋外二重管
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４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （4／11）

○ 土木構造物の配置図
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鋼管杭における最大照査値（せん断）

後施工せん断補強筋の適用部材

既設 土木構造物の耐震評価結果 ： 取水構造物

鉄筋コンクリート部材における最大照査値（せん断）

照査値
せん断
耐力

照査用
せん断

力

鉄筋仕
様

断面形状(mm)

地震動
解析

ケース
評価
位置

PHbせん
断補強筋

有効高部材高部材幅

γi･
Vd/Vyd

Vyd (kN)Vd (kN)d (mm)h (mm)b (mm)

0.695422293－92510001000Ｓｓ－Ｄ１④中底版

照査値終局せん断耐力照査用せん断力

地震動
解析

ケース
評価
位置 γi･Qd/QuQu (kN)Qd (kN)

0.67729041965Ｓｓ－Ｄ１④杭⑪

【地盤改良体（薬液注入）】

構造物の側方及び深部の地盤に対し，地盤改良（薬液注入）
を実施することで，構造物及び鋼管杭に作用する地震時土圧
を低減する。

○ 左記補強結果を踏まえた評価結果
照査値は1を下回り，許容値を満足することを確認した。

○ 取水構造物に対する補強対策

地盤改良範囲（ 部）

【後施工せん断補強筋（PHｂ工法）】

取水構造物の鉄筋コンクリート部材に
対して，耐震性向上を目的として後施
工せん断補強筋による耐震補強を行う。

PHb工法の概要

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （5／11）

○ 取水構造物の平面図
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東海第二発電所の原地盤の状態と保守的な解析条件について

① 原地盤の液状化強度試験データに基づき，液状化強度特性を適切に設定（平均値より標準偏差－1σ低減）
した。

② 上記の液状化強度特性により液状化の影響を考慮した解析を実施することで，重要施設の周辺地盤に対し
基準地震動Ｓｓを入力した場合の地震時応答（液状化の状況）を確認した。

取水構造物周辺地盤の過剰間隙水圧比分布（Ｓｓ－Ｄ１）

0.0

0.5

1.0

1.5

0.1 1 10 100 1000

せ
ん

断
応
力

比
（

τ
/σ

'm
）

繰返し載荷回数 Nc

液状化強度（du層）

FLIP(-1σ，du層)

液状化強度（As層）

FLIP(-1σ，As層)

液状化強度（Ag2層）

FLIP(-1σ，Ag2)

液状化強度（D2s-3層）

FLIP(-1σ，D2s-3層)

液状化強度（D2g-3層）

FLIP(-1σ，D2g-3層)

液状化強度（D1g-1層）

FLIP(-1σ，D1g-1層)

FLIP（-1σ，豊浦標準砂）

液状化強度試験に基づく原地盤の液状化強度特性

【過剰間隙水圧比を指標とした液状化の評価】
規格・基準における記載事例等に基づき，過剰間隙水圧

比が95％に達した状態を液状化と判定する。

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （6／11）

⇒ 解析の結果，地盤の過剰間隙水圧比が９５％を下回ることから，液状化の発生は認められない。
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新設 津波防護施設の耐震評価結果 ： 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

○ 構造部材の健全性評価，構造物の変形性評価を実施することにより，構造強度を有すること及び止水性を損なわ

ないことを確認する。

○ 構造部材の健全性評価については，構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確認する。

○ 鋼管杭のせん断，曲げの照査値（応力度評価値／短期許容応力度）は1を下回り，防潮壁が構造強度を有すること

及び止水性を損なわないことを確認した。

地震応答解析対象断面図

解析ケース
照査値
σｓ/σｓa

１

短期許容
応力度

σｓa１(N/mm2)

応力度
σｓ

(N/mm2)

発生断面力鋼管杭仕様

軸力
（kN）

曲げ
モーメント
（kN・m）

断面係数
（m3）

断面積
（m2）

板厚
(㎜)

杭径
(㎜)

②Ｓs－Ｄ１0.67382.52539015349550.159950.263352500

解析ケース
照査値
τｓ/τｓa

短期許容
応力度

τｓa(N/mm2)

応力度
τｓ

(N/mm2

)

発生断
面力

鋼管杭仕様

せん断
力

（kN）

断面積
（m2）

板厚
(㎜)

杭径
(㎜)

④Ｓs－Ｄ１0.33217.5719265 0.263352500

鋼管杭のせん断力照査における最大照査値

鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （7／11）
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新設 津波防護施設の耐震評価結果 ： 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

○ 構造物の変形性評価については，止水ジョイント部材の変形量を算定し，有意な漏えいが生じないことを確認した
許容限界以下であることを確認する。

○ 止水ジョイントの最大合成変位量は許容限界を下回り，止水ジョイント部から有意な漏えいを生じないことを確認した。

許容限界(m)
最大合成変位量 (m)
√(δx2+δy2+δz2)

δz (m)δy (m)δx (m)

1.51.1620.1000.8240.812
一般部

地震時相対変位量

止水ジョイント部材

防潮堤

止水ジョイント部材設置位置図

シートジョイント模式図

（２重）
アンカーボルト

遮水シート
＋土木シート（２重）

保護シート

止水ジョイント部の地震時相対変位量

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （8／11）

シートジョイント設置図

○ シートジョイントは，遮光シート，遮水シート，土木シートからなり，算定し
た止水ジョイント部の変形量以上の長さのシートを設置する（各シートを
折りたたんで設置する）。

○ 遮水シートの耐圧試験を実施し，敷地に遡上する津波の波圧に対しても
問題ないことを確認した。

○ 耐候性試験を実施し，紫外線に対しても15年以上の健全性を確認した。
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○ 可搬型重大事故等対処設備保管場所 及び 屋外アクセスルートの配置図

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （9／11）

予備機置場

：１台可搬型代替注水大型ポンプ

：１台可搬型代替注水中型ポンプ

：１台可搬型代替低圧電源車

：１台タンクローリ

：１台ホイールローダ

西側保管場所

：１台可搬型代替注水大型ポンプ

：２台可搬型代替注水中型ポンプ

：２台可搬型代替低圧電源車

：１台可搬型代替注水大型ポンプ（放水用）

：２台タンクローリ

：１艇小型船舶

：２台ホイールローダ

：２台窒素供給装置

南側保管場所

：１台可搬型代替注水大型ポンプ

：２台可搬型代替注水中型ポンプ

：２台可搬型代替低圧電源車

：１台可搬型代替注水大型ポンプ（放水用）

：２台タンクローリ

：１艇小型船舶

：２台ホイールローダ

：２台窒素供給装置
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４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （10／11）

評価方法及び評価結果
（アクセスルート）

評価方法及び評価結果
（可搬型重大事故等対処設備保管場所）

懸念される被害事象
影響を与える
おそれのある

被害要因
・保管場所と同様にアクセスルート周辺の構造物が基準地
震動Ｓｓにより損壊し，アクセスルート上にがれきが発生，
又は倒壊するものとしてアクセスルートへの影響評価を
行った。

・評価の結果，構造物等の損壊によるがれきの影響は受
けるものの，ホイールローダによる撤去又はがれき上へ
のホース，ケーブルの敷設によりアクセス性を確保できる
ことを確認した。

・保管場所周辺の構造物・タンクを対象とし，基準
地震動Ｓｓ作用時において，保守的に倒壊するも
のと仮定し，構造物の高さ相当を考慮した倒壊影
響範囲を設定し影響評価を行った。

・評価の結果，保管場所が倒壊影響範囲に含まれ
ていないことを確認した。

倒壊物による可搬型重大事
故等対処設備の損壊，通行
不能

①周辺構造物倒壊
（建屋，送電鉄
塔等）

火災，溢水による可搬型重
大事故等対処設備の損壊，
通行不能

②周辺タンク等の
損壊

保管場所及びアクセスルート周辺における斜面の形状及び高さ等を考慮して評価対象斜面を抽出し，すべり安
定性評価に基づき，周辺斜面の崩壊により土砂流入の影響を受けないこと，また，保管場所及びアクセスルート
の敷地下斜面の安定性が確保されていることを確認した。

土砂流入による可搬型重大
事故等対処設備の損壊，通
行不能

③周辺斜面の崩壊

敷地下斜面のすべりによる
可搬型重大事故等対処設
備の損壊，通行不能

④敷地下斜面の
すべり

・地下水位以深の飽和砂質地盤が液状化すると想定し，液状化及び揺すり込みにより算定した沈下量をもとに，
保管場所に発生する地表面の段差量及び傾斜量を算定する。また，液状化による浮き上がり量を算定した。

・算定された段差量が15 cm以上及び勾配が12 ％以上 （緊急車両が徐行により走行可能及び登坂可能な値）と
なる箇所に，対策として路盤補強等の事前対策を実施することとし，可搬型重大事故等対処設備の通行性に影
響がないことを確認した。

不等沈下・傾斜，浮き上がり
による可搬型重大事故等対
処設備の損壊，通行不能

⑤液状化及び揺す
り込みによる不等
沈下・傾斜，液状
化に伴う浮き上が
り

－

基準地震動Ｓｓによる保管場所の地震時接地圧を
評価し，地盤の最大地盤反力度を下回ることを確
認した。

可搬型重大事故等対処設
備の転倒

⑥地盤支持力の
不足

・アクセスルート下の地中埋設構造物のうち耐震性が十分
ではないコンクリート構造物について保守的に損壊を想
定し，その内空部の高さを損壊により道路に発生する段
差量として算定した。

・算定された段差量に基づき，⑤と同様の対策を実施する
こととし，可搬型重大事故等対処設備の通行に影響を与
えないことを確認した。

保管場所下部に地中埋設物がない事を確認した。
（基準地震動Ssにて耐震安全性を確認している設
備を除く）

陥没による可搬型重大事故
等対処設備の損壊，通行不
能

⑦地中埋設構造物
の損壊

○ 可搬型重大事故等対処設備保管場所及び アクセスルートに対する評価方法・結果

基準地震動Ｓｓに対して地震時の被害要因及び懸念される被害事象を踏まえた影響評価を行い，可搬型重大事故等対処設備の保管
及び通行に影響を与えないように，必要な箇所へ事前対策を実施する。
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○ 斜面の安定性評価は，急峻な斜面である使用済燃料乾式貯蔵建屋（以下「Ｄ／Ｃ」という。）の西側斜面を代表として実施し，
下記のとおり，基準地震動Ｓｓに対して安定性に裕度があることを確認した。

○ 保管場所及びアクセスルート周辺の斜面について，Ｄ／Ｃ西側斜面と形状及び高さ等を比較することにより安定性を確認した。
○ アクセスルート周辺の一部の斜面はＤ／Ｃ西側斜面より急斜面であるため地震時に崩壊を想定し，ホイールローダによる復旧

が可能なことを確認すると共に，復旧に時間を要する箇所については地震時に使用しないこととした。

【Ｄ／Ｃ西側斜面のすべり安定性評価結果】

安定性評価結果
（すべり安全率）

すべり面形状

5.1

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （11／11）

斜面の安定性評価結果
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５．まとめ

最新の科学的・技術的知見を踏まえ，各種の不確かさを十分に考慮し基準地震動Ｓｓ＊１

（８波）を策定した。

この基準地震動Ｓｓ（８波）を耐震条件とした設計においても，福島第一原子力発電所事故
で得られた教訓を踏まえて新たに設置する施設及び従来の発電所設備について，耐震健
全性を確保した。

（＊１ 第5回 茨城県原子力安全対策委員会 東海第二発電所安全性検討ワーキングチームにてご説明）

◆ 耐震Ｓクラス施設について，基準地震動Ｓｓに対して健全性を有することを確認

耐震Ｓクラス施設が設置された敷地に，津波が遡上することを防止するために，

新たに設置する防潮堤等について，基準地震動Ｓｓに対する健全性を有すること

を確認

重大事故等を想定し，新たに設置する重大事故等に対処するための設備につい

て，基準地震動Ｓｓに対する健全性を有することを確認

これらにより，従来の発電所設備に加えて，福島第一原子力発電所事故で得られ
た教訓を踏まえ，新たに設置する施設についても，それぞれの基準地震動Ｓｓ（８波）
による地震力を用いた耐震健全性を確保した。
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耐震設計評価 補足説明資料
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○ 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル

１．弾性設計用地震動Ｓｄ （1／2）
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最大加速度（cm/s2）
弾性設計用地震動
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○ 弾性設計用地震動Ｓｄの最大加速度の一覧
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１．弾性設計用地震動Ｓｄ （2／2）
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２．既設の耐震補強工事 （1／11）

格納容器スタビライザの耐震補強概要図
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原子炉建屋クレーンの耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （2／11）
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燃料取替機の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （3／11）
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配管系の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （4／11）
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残留熱除去系熱交換器の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （5／11）
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水圧制御ユニットの耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （6／11）
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格納容器シアラグ部の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （7／11）
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排気筒の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （8／11）
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貯留堰取付護岸の耐震補強概要図

T.P.+2.8m

T.P.-4.9m

貯留堰取付護岸(既設)

Km

T.P.-6.9m

 L.W.L T.P.-0.81m

貯留堰
地盤改良体(セメント改良)新設

地盤改良体(セメント改良)既設

鋼管矢板(SM570)
φ2000mm t40mm

地盤改良体(セメント改良)新設

T.P.-4.9m

Km

 L.W.L T.P.-0.81m

T.P.-6.9m

鋼管矢板(SM570)
φ2000mm t40mm

貯留堰

（a） A-A断面図               （b） B-B断面図 

２．既設の耐震補強工事 （9／11）
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屋外二重管の耐震補強概要図

 
Ｂ Ｃ 

Ｂ 

Ｃ’ 

Ｃ Ｃ’ 

 
Ｂ－Ｂ断面（杭基礎構造部） Ｃ－Ｃ断面（杭基礎構造部） 

 

 
 Ｃ’－Ｃ’断面（地盤改良体基礎構造部） 

２．既設の耐震補強工事 （10／11）
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取水構造物の耐震補強概要図

76.5m 

PHb工法の概要

２．既設の耐震補強工事 （11／11）
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３. 耐震評価手法 ① 機器・配管系 (1／4）

構造強度評価の手順

建屋－機器連成
解析モデル

基準地震動ＳＳ 機器・配管系モデル

スペクトルモーダル解
析，時刻歴応答解析
等により荷重算定

建屋地震応答解析

床応答スペクトル
等の算定

時刻歴応答解析に
より荷重算定

応力評価等による
発生値の算定

評価終了

詳細検討・対策
発生値が

許容値以下か

No

Ｙes

機器・配管系については，基準地震動ＳＳに対し，
構造強度評価により強度的に問題がないことを
確認するとともに，地震時に動的機能が求めら
れる設備について動的機能が維持できることを
確認する。

○ 構造強度評価

構造強度に関する評価は，以下に示す解析法に
より発生値を算定し，許容値と比較する。

(1) スペクトルモーダル解析法

(2) 時刻歴応答解析法

(3) 定式化された評価式を用いた解析法（床置
機器等）

機器・配管系の地震応答解析モデルは，その振
動特性に応じて，代表的な振動モードが表現でき，
応力評価等に用いる地震荷重等を算定できるものを
使用する。

また，解析モデルは既往評価で用いられたものの
ほか，有限要素法など実績がある手法によるモデル
を使用する。



地震対策-443

３. 耐震評価手法 ① 機器・配管系 (2／4）

動的機能維持評価の手順

固有値解析
・設置床の床応答スペクトル
・設置床の最大応答加速度

評価部位の
応答加速度を算定

詳細評価
項目の抽出

詳細評価項目
の健全性評価

発生値が
許容値以下か

応答加速度が
機能確認済加速度

以下か※１

評価終了詳細検討※２・対策

応答加速度の算定

詳細評価

機能確認済加速度との
比較ができない場合

機能確認済加
速度との比較

＊１ 制御棒の地震時挿入性については，基準地震動ＳＳによる燃料集合体
相対変位を用いて評価する。

＊２ 解析，試験等による検討

Ｙes

Ｙes

No

○ 動的機能維持評価

動的機能維持に関する評価は，以下に示す機能確
認済加速度との比較等により実施する。

(1) 機能確認済加速度との比較

基準地震動ＳＳによる評価対象機器の応答加
速度を求め，その加速度が機能確認済加速度
以下であることを確認する。

機能確認済加速度とは，立形ポンプ，横形ポ
ンプ及びポンプ駆動用タービン等，機種ごとに試
験あるいは解析により動的機能維持が確認され
た加速度である。

(2) 詳細評価

機能確認済加速度の設定されていない機器，
基準地震動ＳＳによる応答加速度が機能確認済
加速度を上回る機器については，規格基準をも
とに詳細評価を行う。

詳細評価は動的機能維持を確認するうえで評
価が必要となる項目を抽出し，対象部位ごとの
構造強度評価又は動的機能維持評価を行い，
発生値が許容値を満足していることを確認する。
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３. 耐震評価手法 ① 機器・配管系 (3／4）

配管
一般機器

（立形ポンプの例）
原子炉格納容器，原子炉圧力容器

及び圧力容器内部構造物

解析モ
デル※

○ 代表的な機器・配管系における地震応答解析モデルについて，以下の方針に基づき構築する。

(a) 原子炉格納容器，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物
原子炉格納容器，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物は，建物質量に対しその質量が比較的大きく，また支持構造上から
も原子炉建屋による影響が無視できないため，原子炉建屋と連成させた解析モデルを用いる。原子炉格納容器，原子炉圧力容器
及び圧力容器内部構造物は，多質点系モデルに置換し，各構造物を結合するスタビライザ等は等価なばねに置換する。

(b) 一般機器
容器，熱交換器等の一般の機器は，機器本体及び支持構造物の剛性をそれぞれ考慮し，原則として重心位置に質量を集中させ
た１質点系モデルに置換する。ただし，振動特性の観点から質量分布，剛性変化等を考慮する方が適切と考えられる構造の場合
は，多質点系モデルに置換する。

(c) 配管
配管は,その振動性状を適切に考慮するため，３次元多質点はりモデルに置換する。

機器・配管系の地震応答解析モデルの例を以下に示す。

※水平方向を代表として記載
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３. 耐震評価手法 ① 機器・配管系 (4／4）

可搬型設備
（可搬型代替低圧電源車）

回転機器
（常設高圧代替注水系ポンプ）

①加振試験時に可搬型代替低圧電源車が転送しないこと及
び加振試験後の機能維持に問題ないことを確認する。
②加振波の床応答スペクトルが保管場所の床応答スペクト
ルを包絡していることを確認する。

①加振試験後の動作試験として異常がないこと，分解点検
にて各部品に損傷がないことを確認する。
②加振波の最大加速度が機器据え付けフロアの評価用加
速度を包絡していることを確認する。

確認事項

①転倒しないこと及び機能維持を確認した。

②加振波の床応答スペクトルが保管場所の床応答スペクト
ルを包絡していることを確認した。

①動作試験及び分解点検にて問題ないことを確認した。

②最大加速度が評価用加速度を包絡していることを確認し
た。

確認結果

加振試験
状況

○ 動的機能維持評価における健全性確認のため実施した試験の例を示す。

結果確認項目区分

良・加振試験時に電源車が転倒しないこと転倒確認

良・外観点検を行い，機能に影響する損傷や燃料漏えい等

がないこと
機能維持

確認 良・電源車の電気的機能が維持されていること

良・電源車の自走機能に問題がないこと

結果確認項目区分

良・定格流量が設計楊程以内であること

動作試験 良・正常にトリップ機能が動作すること

良・漏えいのないこと

良・外観目視点検を行い，部品に損傷のないこと
分解点検

最大加速度（G）評価用加速度（G）方向

3.00.72Ｘ
3.00.72Ｙ
4.00.75Ｚ
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建屋地震応答解析
モデルの作成

地震力以外
の荷重

地震応答解析

構造部材の
応答値算定

せん断ひずみ
の算定※２

評価終了

詳細検討
・対策※３

最大せん断ひずみ
が許容限界以下か

詳細検討
・対策※３

Yes

No

Yes

No

基準地震動ＳＳによる評価フロー※１

＊１ 保有水平耐力が必要保有水平耐力以上であることも確認する。
＊２ せん断ひずみに加え，接地圧も評価し，接地圧が定める許容限界以下であることも確認する。
＊３ 検討の内容に応じて必要なプロセスに戻る。

応力解析
（局部含む）

発生する応力又はひずみ
が許容限界以下か

３. 耐震評価手法 ② 建物・構築物 (1／3）

建物・構築物は，以下の評価方法に基づき
耐震性評価を実施する。

○ 地震応答解析による評価

建物・構築物は，原則として，構造物全体として変
形能力を有しているとの観点から，主たる耐震要
素である耐震壁の最大応答せん断ひずみが許容
限界を超えないことを確認する。評価は，各建屋
の構造的な特徴を踏まえ，振動性状を適切に考
慮した質点系モデルによる地震応答解析を基本と
する。

○ 応力解析による評価

構造物全体の挙動に加え，局部の応力評価が必
要な部位については，有限要素解析による発生
応力またはひずみを算定し，許容限界との比較を
行う。局部の応力評価が必要な部位は，Ｓクラス
施設の各部位及びＳクラス施設の間接支持構造
物の基礎並びに鉛直方向の地震力の影響を強く
受けるおそれのある屋根トラスとする。また，３次
元応答性状の影響，水平２方向及び鉛直方向の
地震力の組合せに対する影響を踏まえ，必要に
応じて他の部位についても実施する。
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緊急時対策所建屋原子炉建屋

鉄筋コンクリート造鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）構造概要

厚さ：2.5m（一部2.2m及び5.7m）
（場所打ち鋼管コンクリート杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着）

厚さ：約5m
（人工岩盤を介して，砂質泥岩である久米層に岩着）

基礎

約38m（南北方向）×約36m（東西方向）平面形状

基礎版底面から約30m高さ

平面図 断面図平面図 断面図

図面

緊急時対策所建屋2階に，重大事故等の発生時においても，必要な
指示及び対策を行う要員がとどまることができる緊急時対策所を設
置している。

建物中央部には原子炉格納容器を囲む円形の壁があり，
その外側に二次格納施設である原子炉棟の外壁及び原
子炉建屋付属棟の外壁がある。

建屋の
特徴

○ 代表的な建物・構築物について，原子炉建屋及び緊急時対策所建屋を例に構造概要を示す。

３. 耐震評価手法 ② 建物・構築物 (2／3）

（杭伏図） （NS方向，A-A断面）

（EW方向，B-B断面）

杭仕様：材質SKK490，本数88本（11×9），径φ1000，厚さ22mm

（NS方向，A-A断面）

（EW方向，B-B断面）

Ａ

Ｂ

PN

Ａ

Ｂ

A

B

PN

B

A

A

B

PN

B

A

m

m

m

m

m

m

凡例 ○：杭
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３. 耐震評価手法 ② 建物・構築物 (3／3）

使用済燃料乾式貯蔵建屋原子炉建屋建屋名称

地盤との相互作用を考慮した一軸及び多軸多質点系の曲げせん断棒モ
デル

（NS方向） （EW方向）

地盤との相互作用はスウェイロッキングモデルによる

地盤との相互作用を考慮した一軸多質点系の曲げせん断棒モデル

地盤との相互作用はスウェイロッキングモデルによる

解析モデル※

地震応答解析モデルは，建屋構造概要を踏まえ，以下の方針に基づき構築する。

○ モデル化の基本方針

・構造物の振動性状を適切に表現できる質点系モデルとする。

・床等でつながっている構造物は，床の剛性を適切に考慮して連結する。

・床，壁の剛性が高く，耐震壁がバランスよく配置された建屋については，床を剛体としてモデル化する。

・構造形式，入力レベルを考慮して適切な減衰を設定する。

代表的な建物・構築物について， 及び を例に地震応答解析モデルを以下に示す。

※水平方向を代表として記載

ND01
5.80

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

8.30
7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

ND01
5.80

BSTP

BSBM

8.30
7.05

17.75

29.20

壁EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03
要素名

ND12

ND13

BM12

BM13

フレーム

ROCK SWAY

SP01

E.L.
(m)

-9.00

-4.00

2.00

8.20

14.00

20.30

29.00

34.70

38.80

46.50

57.00

63.65

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

Ｋ6

地盤ばね

Ｋ5

Ｋ1

Ｋ2

Ｋ3

Ｋ4
基礎スラブ(11)

(10)

(9)

(8)

(7)

(6)

(5)

(4)

(3)

(2)

(1)
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３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (1／6）

土木構造物は，以下の評価方法に基づき
耐震性評価を実施する。

○ 土木構造物の機能要求

土木構造物は，耐震安全上重要な機器・配管系
の間接支持機能及び非常時における海水の通
水機能が求められている。

○ 土木構造物の評価

土木構造物の耐震安全性評価では，構造物が
崩壊しないこと及び間接支持する機器・配管系
に影響がないことを目標性能とし，基準地震動
ＳＳによる地震応答解析を行い，構造部材の応
答値が許容限界以下であることを確認する。

○ 基礎地盤の評価

土木構造物の評価と同様に，地震応答解析か
ら得られる最大接地圧が基礎地盤の極限支持
力に対して妥当な余裕を有することを確認する
ことで基礎地盤が十分な支持性能を有すること
を確認する。

解析モデルの作成
基準地震動ＳＳ

（水平方向・鉛直方向）

入力地震動の算定
（1次元波動論による地震応答解析）

常時応力解析

地震応答解析
（２次元動的有限要素法解析）

構造部材の応答値算定

評価終了

詳細検討※

応答値が耐力・変
形・応力度の許容

限界以下か

最大接地圧が
基礎地盤の極限支持力度
に対して妥当な余裕を有

するか

詳細検討※Yes

No

Yes

No

※ 検討の内容に応じて必要なプロセスに戻る

構造強度評価の手順
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鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁取水構造物

鋼管杭による下部構造と，５本の鋼管杭を束ね止水機能を確保する
鉄筋コンクリートの壁による上部構造から構成される。

鉄筋コンクリート造の地中構造であり，杭を介して十分な
支持性能を有する岩盤に設置する。

構造概要

鋼管杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着鋼管杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着基礎

延長約1.5km，厚さ3.5m（鋼管杭φ2.5m）（東側），
厚さ3.0m（鋼管杭φ2.0m）（北側，南側）

延長約57m，幅約43m，鋼管杭φ1.016m
平面形状

T.P.+20.0m（東側），T.P.+18.0m（北側，南側）高さ約12m高さ

正面図及び断面図

平面図

平面図

断面図

図面

隣接する構造物との境界には，止水性を確保するための止水ジョイント部
材を設置する。防潮壁の堤内側には，耐津波に対する受働抵抗を目的とし
た地盤改良体（セメント改良）による地盤高さの嵩上げを行うとともに，洗掘
防止対策やボイリング対策として，堤内及び堤外の表層部の地盤改良（セ
メント改良）を実施する。

取水方向に対して複数の断面形状を示す鉄筋コンクリー
ト造の地中構造物であるが，構造的には多連ボックスカ
ルバート状のラーメン構造である。

構造の
特徴

○ 代表的な土木構造物について，取水構造物及び鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁を例に構造概要を示す。

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (2／6）
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鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁取水構造物建屋名称

解析モデル

地震応答解析モデルは，以下の方針に基づき構築する。

○ モデル化の基本方針

・構造部材は，線形及び非線形はり要素にてモデル化する。

・地盤は，マルチスプリング要素及び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効応力の変化に応じた非線形せん

断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。

・地盤は，地震の波動をなめらかに表現するために十分細分化した要素分割とする。また，境界条件の影響が

評価対象構造物に及ばないよう，十分に広い範囲をモデル化する。

代表的な土木構造物について，取水構造物及び鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁を例に地震応答解析モデルを以下に示す。

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (3／6）



地震対策-452

○ 入力地震動算定

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを１次元波動論により地震応答
解析モデルの底面位置で評価したものを用いる。

また，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルについては，解放基盤表面（EL.－370 m）から解析モデル底面
位置の久米層をモデル化する。

ρ＝1.72－1.03×10-4×z（g/cm3）
Vs＝433－0.771×z（m/s）

z：標高（EL. m）
γ：せん断ひずみ（－）

構造物

解析モデル底面粘性境界

2E波

（地震応答解析モデル）

（入力地震動作成モデル）

解放基盤表面

入力地震動
作成モデル上端

入力地震動（2E波）

EL.-370m

基準地震動Ｓｓ

（水平動算定モデル） （鉛直動算定モデル）

0.8240
107γ1

1
G/G

0.0184
0.0494)(4.41γ

γ
h

ρ＝1.72－1.03×10-4×z（g/cm3）
νd0＝0.463＋1.03×10-4×z

z：標高（EL. m）
G0：初期せん断剛性（kN/m2)
G：収束せん断剛性（kN/m2)
＊KV0は水の体積弾性係数KWを下回らない範囲とする。
＊水平動の解析で得られた収束減衰hを用いる。

)(kN/mG
)2ν3(1

)ν2(1
K 2

0

d0

d0
V0

(m/s)
）2ν(1

)ν-(12

ρ

G
Vp

ｄ

d

2G6K

2G3K
ν

V0

V0
d

側
方

粘
性

境
界

側
方

粘
性

境
界

ρ＝1.76（g/cm3）
Vs＝718（m/s）
h＝0.03

ρ＝1.76（g/cm3）
Vp＝1988（m/s）
h＝0.03

E0波

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (4／6）
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○ 屋外重要土木構造物及び津波防護施設の要求性能と要求性能に対する耐震評価内容

【屋外重要土木構造物の要求性能】
① 支持性能：Ｓクラスの機器・配管系を間接支持する構造物について，機器・配管系の各機能を安全に支持

できること。
② 通水性能：非常用取水設備のうち，通水断面を有する構造物について，通水機能を保持できること。
③ 貯水性能：非常用取水設備について，著しい漏水がなく，所要の海水を貯留できること。
④ 止水性能：津波防護施設，浸水防止設備を間接支持する構造物について，止水機能を有すること。

○ 各種要求性能に対応する許容限界

【既設屋外重要土木構造物】
①支持性能及び②通水性能に対しての許容限界は，曲げ及びせん断ともに終局耐力とする。
③貯水性能及び④止水性能に対しての許容限界は，曲げについては降伏耐力，せん断については終局耐力
（せん断耐力）とする。
これらの許容限界のうち終局耐力に対しては，各種安全係数を考慮することで，妥当な安全余裕を考慮した設
計を行う方針とする。

【新設屋外重要土木構造物及び津波防護施設】
短期許容応力度を許容限界とすることで，上記の要求性能全てを満足させる設計方針とする。

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (5／6）



地震対策-454

既設 土木構造物の耐震評価結果 ： 取水構造物

○ 貯水機能及び止水機能を有する部材

【貯水機能】
取水構造物における側壁と底板のうち，埋戻土（fl層）に接する側
壁に対し，貯水機能を確保する。底板は透水係数の小さい粘性
土（Ac層）に接しており，かつ地下水位面（海水面）よりも低い位
置に設置されるため対象外とする。

【止水機能】
水防止設備を間接支持する部材に対し，止水機能を確保する。

○ 評価結果（貯水機能及び止水機能）

・貯水機能及び止水機能を要求する鉄筋コンクリート部材につい
て，鉄筋の降伏（第二折れ点）を許容限界とした評価を行う。

・評価結果は第二折れ点未満であり，許容限界を満足することを
確認した。

（側壁：貯水機能）

（頂版：止水機能）

M－φ曲線を用いた止水機能の確認結果

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (6／6）



地震対策-455

○ 機器・配管系の重要設備について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容値に収まることを確認した。

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （1／30）



地震対策-456

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （2／30）



地震対策-457

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （3／30）



地震対策-458

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （4／30）



地震対策-459

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （5／30）



地震対策-460

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （6／30）



地震対策-461

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （7／30）



地震対策-462

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （8／30）



地震対策-463

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （9／30）



地震対策-464

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （10／30）



地震対策-465

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （11／30）



地震対策-466

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （12／30）



地震対策-467

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （13／30）



地震対策-468

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （14／30）



地震対策-469

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （15／30）



地震対策-470

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （16／30）



地震対策-471

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （17／30）



地震対策-472

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （18／30）



地震対策-473

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （19／30）



地震対策-474

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （20／30）



地震対策-475

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （21／30）



地震対策-476

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （22／30）



地震対策-477

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （23／30）



地震対策-478

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （24／30）



地震対策-479

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （25／30）



地震対策-480

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （26／30）



地震対策-481

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （27／30）



地震対策-482

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （28／30）



地震対策-483

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （29／30）



地震対策-484

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （30／30）



地震対策-485

○ 建物・構築物について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容値に収まることを確認した。

＊1 ： 鉄骨部材における組合せ応力による評価とし，許容値を1とする。
＊2 ： 配筋量に対する必要鉄筋量の比を発生値及び許容値として示す。

発生値 許容値 検定比

Ⅴ-2-2-2 原子炉建屋の耐震性についての計算書 構造強度 耐震壁 せん断ひずみ ×10-3 0.6 2.00 0.300

Ⅴ-2-2-5 使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 曲げモーメント kN・m/本 2200 2210 0.996

Ⅴ-2-2-11 緊急時対策所建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN/本 10819 17224 0.629

Ⅴ-2-2-15-1 主排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 鉄塔（主柱材） 軸力+曲げ － 0.915 1.000 0.915

Ⅴ-2-2-15-2 主排気筒の基礎の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN 8641 13193 0.655

Ⅴ-2-2-17
非常用ガス処理系配管支持架構の耐震性についての計
算書

構造強度 上部構造（柱）
軸力＋曲げモーメント＋

せん断力＊
－ 0.497 1.000 0.497

Ⅴ-2-2-19
格納容器圧力逃がし装置格納槽の耐震性についての計
算書

構造強度 耐震壁（地下外壁）
軸力＋曲げモーメント＋

面内せん断力
－ 0.557 1.000 0.557

Ⅴ-2-4-2-1 使用済燃料プールの耐震性についての計算書 構造強度
使用済燃料プール躯体

（底版）
面外せん断力 N/mm2 2.15 3.01 0.715

Ⅴ-2-7-2-5 非常用ガス処理系排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 排気筒サポート 圧縮応力 N/mm2 131.9 163.2 0.809

Ⅴ-2-8-4-2 中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書 構造強度 天井スラブ 曲げモーメント kN・m 142.6 173 0.825

Ⅴ-2-9-2-2
原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐震性について
の計算書

構造強度 底部 軸力＋曲げモーメント N/mm
2 1.01 1.06 0.953

Ⅴ-2-9-3-1 原子炉建屋原子炉棟の耐震性についての計算書 構造強度 屋根トラス 圧縮応力 N/mm2 200 208 0.962

Ⅴ-2-9-3-4 原子炉建屋基礎盤の耐震性についての計算書 構造強度 付属棟基礎 軸力＋曲げモーメント ×103kN・m/m 10.9 12.2 0.894

単位目録番号 目録名称 評価項目 評価部位 応力分類

耐震評価結果

*1

*1

*2

４．耐震評価結果一覧 ② 建物・構築物



地震対策-486

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （1／4）

○ 土木構造物について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容限界以下であることを確認した。



地震対策-487

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （2／4）



地震対策-488

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （3／4）



地震対策-489

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （4／4）



地震対策-490

常設高圧代替注水系ポンプ

５．機器・配管系構造概要 （1／9）



地震対策-491

緊急用直流125V系蓄電池

５．機器・配管系構造概要 （2／9）



地震対策-492

可搬型代替低圧電源車

概略構造図

構造概要

主体構造基礎・支持構造

発電機，内燃機
関は，コンテナに
直接支持構造物
である取付ボルト
にて固定する。発
電機，内燃機関を
収納したコンテナ
は，間接支持構
造物であるトラッ
クに積載し取付ボ
ルトにより固定し，
保管場所に固定
せずに保管する。

サスペンションを有し，
自走にて移動できる
構造とし，車両，発電
機，内燃機関により
構成する。

５．機器・配管系構造概要 （3／9）



地震対策-493

常設低圧代替注水系ポンプ

概略構造図

構造概要

主体構造基礎・支持構造

ターボ形横軸ポン

プ

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。

５．機器・配管系構造概要 （4／9）



地震対策-494

常設代替電源装置

概略構造図

構造概要

主体構造基礎・支持構造

防滴保護，空気
冷却自己自由通
風型三相交流発
電機

車載式のディーゼル
発電装置で，発電機
は内燃機関と共通台
板に取付ボルトにて
固定する。

５．機器・配管系構造概要 （5／9）



地震対策-495

可搬型代替注水大型ポンプ

概略構造図

構造概要

主体構造基礎・支持構造

ポンプ，内燃機関
は，コンテナに直
接支持構造物で
ある取付ボルトに
て固定する。ポン
プ，内燃機関を収
納したコンテナは，
間接支持構造物
であるトラックに
積載し取付ボルト
により固定し，保
管場所に固定せ
ずに保管する。

サスペンションを有し，
自走にて移動できる
構造とし，車両，ポン
プ，内燃機関により
構成する。

５．機器・配管系構造概要 （6／9）



地震対策-496

可搬型代替注水中型ポンプ

概略構造図

構造概要

主体構造基礎・支持構造

内燃機関は，コン
テナに直接支持
構造物である取
付ボルトにて固定
する。内燃機関を
収納したコンテナ
は，間接支持構
造物であるトラッ
クに積載し取付ボ
ルトにより固定し，
保管場所に固定
せずに保管する。

サスペンションを有し，
自走にて移動できる
構造とし，車両，内燃
機関により構成する。

５．機器・配管系構造概要 （7／9）



地震対策-497

残留熱除去系熱交換器

概略構造図

構造概要

主体構造基礎・支持構造

水室，管板，胴を
有するラグ支持
たて置円筒形容
器

胴を4個のラグで支
持し，ラグをそれぞ
れ架台に取付ボル
トで取り付ける。

５．機器・配管系構造概要 （8／9）



地震対策-498

水圧制御ユニット

概略構造図

構造概要

主体構造基礎・支持構造

配管ユニット，ス

クラム弁，セレク

タ弁，スクラムパ

イロット弁，端子

箱，アキュムレー

タ，窒素容器，計

装ユニット等の水

圧制御ユニット構

成部品がフレー

ムに固定された

構造。

水圧制御ユニットの

フレームは，十分剛

な支持架構に取付ボ

ルトにより固定されて

いる。

５．機器・配管系構造概要 （9／9）



地震対策-499

○ 応力平均化の考え方

『原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 ((社)日本建築学会、2005)』（以下「RC-N規準」という。）では，

基礎のような大断面を有する面材の面外せん断力について，『基礎スラブの設計用応力はFEM 解析により算定

し，断面設計はその要素応力を用いて行うことが一般的である。通常の場合，FEM 解析の要素サイズは，基礎ス

ラブ版厚より小さいため，付図2.2 に模式的に示されるように設計用面外せん断力は想定されるひび割れ領域で

の平均面外せん断力に対して大きめの評価になっているといえる。また，基礎スラブにおいても，耐震壁と同様，

面材における面外せん断力の再配分も期待できる。』とされている。

付図2.2 床スラブにおける設計用面外せん断力
（RC-N規準抜粋）

要素サイズ

基礎スラブ
版厚

『RC-N規準』に示されるように，壁面から45

度の角度でせん断ひび割れが進展すると考

えられることから，せん断破壊面が表面から

裏面まで貫通する範囲，すなわち，壁面から

基礎版厚分の範囲を応力平均化の範囲と

設定する。

東海第二発電所：基礎版厚5m

荷重
耐震壁

表面側

裏面側

６．建物・構築物の評価手法 （応力平均化） （1／2）
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1次遮蔽壁(S／W)

内部ボックス壁(I／W)

耐震壁による拘束を表すはり要素

外部ボックス壁(O／W)

：原子炉格納容器底部コンクリートマット

ＦＥＭ解析モデル要素分割の全体図
（原子炉格納容器底部コンクリートマット

を含む原子炉建屋基礎版）

応力平均化の範囲

原子炉圧力容器
ペデスタル

面外せん断力コンター図
（Ｓｓ地震時 Ｘ方向）

（kN/m）

シェル壁
（S/W）

要素番号40
（検定値が最大となる要素）

5m

評価結果（平均化前→平均化後） FEM解析においては，集中荷重等が発生する部位は，局部的な応力

集中が発生しやすい。当該部は，RPVペデスタルの脚部反力を入力

している節点を含んだ要素であり，応力が集中し，大きな面外せん断

力が発生していることが分かる。そのため，『RC-N規準』の考え方に

基づき，壁面から基礎盤の部材厚である5mの範囲で応力平均化を

行った。

ＰＮシェル壁（S/W） 応力平均化実施要素

平均化実施に用いた周辺要素

壁直下の範囲（平均化対象外）

壁
面

＊1：検定値＝（発生値／許容値）

原子炉圧力容器
ペデスタル

発生値

（N/mm2）

許容値

（N/mm2）
検定値*1 発生値

（N/mm2）

許容値

（N/mm2）
検定値*1

40
面外
せん
断力

X
方向

1.20 1.06 1.14 1.01 1.06 0.95

要
素
番
号

応力
成分

方向

応力平均化前 応力平均化後

６．建物・構築物の評価手法 （応力平均化） （2／2）
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①鋼製防護壁

②鉄筋コンクリート防潮壁

地中連続壁基礎

鋼製防護壁

地中連続壁基礎

鉄筋コンクリート

0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

変
動

量
（
m
） Mw8.7 A-3 破壊伝播速度3.0km/s，破壊開始点⑥，立ち上り時間30秒  防潮堤前面  最大15.96m(37.3分)

15.96m（37.3分）

防潮堤前面の最高水位※1：T.P.＋17.1m

※1：最大水位上昇量（15.96m）に朔望平均満潮位（T.P.+0.61）及び地殻変動量（2011年東北地方太平洋沖地震に
伴う地殻変動量も含む）を考慮（0.31m，0.2m） ＊15.96＋0.61＋0.31＋0.2 ≒ 17.1 m

防潮堤前面の最高水位の時刻歴波形

防潮堤の構造イメージ

防潮堤高さ

（②に対し余裕が
あることを確認）

②入力津波高さの策定

（①に潮位のばらつき
0.18m等を考慮）

①津波高さの
数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

（地盤沈下の有無，防
波堤の有無を考慮し，
最も高い値を選定）

基準津波によ
る防潮堤前面
最高水位等

（参考）

敷地区分

T.P.＋18mT.P.＋15.4mT.P.＋15.2mT.P.＋11.7m敷地側面北側

T.P.＋20mT.P.＋17.9mT.P.＋17.7mT.P.＋17.1m敷地前面東側

T.P.＋18mT.P.＋16.8mT.P.＋16.6mT.P.＋15.4m敷地側面南側

敷地区分毎の入力津波高さと防潮堤高さ

鋼管杭

鉄筋コンクリート

③鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

①鋼製
防護壁

②鉄筋コンクリート防潮壁

取水口

敷地前面東側
T.P.＋20m

敷地側面北側
T.P.＋18m

敷地側面南側
T.P.＋18m

防潮堤設置イメージ

③鋼管杭鉄筋
コンクリート防潮壁

③鋼管杭鉄筋
コンクリート防潮壁

放水口

○ 地上部から敷地への津波の流入を防止するため，敷地を取り囲む形で防潮堤を設置

７．防潮堤の構造 （1／8） （第１０回ＷＴで御説明）
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構造概要図（イメージ図）

平面図

Ａ－Ａ断面図

堤外側

堤内側

鋼製
防護壁

地中
連続壁
基礎

地中
連続壁
基礎 地中

連続壁
基礎

① 鋼製防護壁の構造

７．防潮堤の構造 （2／8）

○ 鋼製防護壁は，幅約81 m，高さ約17 m，奥行き
約5 m の鋼製の構造物であり，幅約50 m の
取水構造物を横断して設置する。

○ 鋼製防護壁は鉛直及び水平方向に配置された
鋼板で構成される鋼殻構造であり，施工性を考
慮して分割したブロックの集合体として全体を構
成する。

○ 基礎部は，南北両側に配置した地中連続壁基
礎にて構成され，津波荷重等を受ける鋼製防護
壁を支持する。

取水構造物
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ブロック分割イメージ

・下端標高T.P.+3.2mから天端標高T.P.+20.0mまでを
10層に分割し，頂版，外面鋼板，水平隔壁ならびに
鉛直隔壁で構成される。

・各層は下に示すブロックが複数結合されている。
・ブロック同士は，添接板と高力ボルトを用いた摩擦

接合により結合する。
・鋼製防護壁の拡幅部最下層にはアンカーボルトを

設置し，上部工からの荷重を地中連続壁基礎に伝
達する。

・添接板部には止水材（シール材）を施し，より安全性の高
い止水性を確保する。

ブロックのイメージ図

水平隔壁

鉛直隔壁（法線方向）

鉛直隔壁（法線直交方向）

外面鋼板

最下段

（T.P.+3.2m）

鋼製防護壁ブロック分割イメージ

最上段（T.P.+20.0m）

鋼製防護壁アンカー

頂板

堤外側

接合部

７．防潮堤の構造 （3／8）

① 鋼製防護壁の構造
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ジャッキを配置し１段目

の支間部ブロックを架設

する。

架設時には，１段目自重

によるたわみ量及び２段

目以降の構造系の変化を

考慮したたわみ量をあら

かじめ上げ越しする。

各層の架設完了後，支柱

部・支間部に予め設けた

ポイントの座標を計測す

る。

管理値から逸脱した場合

は，反力受け構を設置し

，ジャッキを用いて調整

し管理値以内に納める。

地中壁連続壁基礎上部に直接定着式アンカーボルトを

設置

１段目及び２段目の支柱部ブロックを設置

支柱部中詰め鉄筋コンクリートを施工

７．防潮堤の構造 （4／8）

① 鋼製防護壁の構造 施工ステップ図
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７．防潮堤の構造 （5／8）

② 鉄筋コンクリート防潮壁（取水口）

②鉄筋コンクリート防潮壁

取水口

防潮堤設置イメージ

放水口

防潮扉

下部構造
（フーチング，地中連続壁基礎）

上部構造
（鉄筋コンクリート防潮壁，
止水ジョイント部）

○ 鉄筋コンクリート製の地中連続壁基礎の上に鉄筋コンクリート製の防潮壁を構築する。

○ 防潮壁及び地中連続壁基礎はすべて鉄筋コンクリートで一体化した構造とする。

○ 防潮壁間には，地震時や津波時の変形量に追随し，津波の浸水を防止する止水ジョイントを設置する。

取水口北側エリアイメージ
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７．防潮堤の構造 （6／8）

② 鉄筋コンクリート防潮壁（放水口）

②鉄筋コンクリート防潮壁

取水口

防潮堤設置イメージ

放水口

止水ジョイント

防潮壁

放水路

地中連続壁
基礎

上部工

（放水路，防潮壁，

止水ジョイント部）

下部工

（基礎地盤，

地中連続壁基礎）

基礎地盤

防潮壁

放水路

地中連続壁基礎

放水路ゲート

開閉装置

○ 鉄筋コンクリート製の放水路及び地中連続壁基礎の上に鉄筋コンクリート製の防潮壁を構築する。

○ 防潮壁，放水路及び地中連続壁基礎はすべて鉄筋コンクリートで一体化した構造とする。

○ 防潮壁直下に構築する放水路はカルバート構造であり，敷地内への津波の浸水を防止するために，放水路ゲートを設置する。

○ 防潮壁間には，地震時や津波時の変形量に追随し，津波の浸水を防止する止水ジョイントを設置する。
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止水ジョイント部イメージ

止水ジョイント部

③ 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

約60m

約25m

：岩着支持杭

防潮堤基礎形式

：地中連続壁（岩着）

：岩着支持杭

約25m

○ 鋼管杭を地震・津波荷重に耐える構造躯体とし，杭管から津波の浸水を防止する観点で鉄筋コンクリートを被覆する上部
構造とする。

○ 支持形式については，岩盤に支持させる岩着支持杭形式とする。

○ 防潮壁間には，地震時や津波時の変形量に追随し，津波の浸水を防止する止水ジョイントを設置する。

７．防潮堤の構造 （7／8） （第１０回ＷＴで御説明）
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① 構造図（Φ2.0m区間） ② 構造図（Φ2.5m区間）

③ 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁
○ 鋼管杭の杭径は，地震・津波荷重に応じてΦ2.0m区間及びΦ2.5m区間として区分する。

７．防潮堤の構造 （8／8）

：Φ2.0m区間

鋼管杭の杭径

：地中連続壁（岩着）

：Φ2.5m区間

堤内

堤外

上部構造の配筋イメージ図

杭径Φ2.5m杭径Φ2.0m

2.8m2.3m杭の間隔

14.0m×3.5m11.5m×3.0m防潮壁サイズ

T.P.+20.0mT.P.+18.0m防潮堤天端

①

②
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○ アクセスルートの補強対策

不等沈下，浮き上がり，地中埋設構造物の損壊により段差が発生すると評価された箇所に対し，補強対策を実施する。

路盤補強等の実施箇所図

８．屋外アクセスルートの補強対策 （１／３）

タイプA：置換コンクリート （No.6 他）

タイプB：敷鉄板 （No.68 他）

タイプC：内空充填 (No.70 他)

タイプD：踏掛版 （No.118）
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８．屋外アクセスルートの補強対策 （２／３）

○ 補強対策の一覧
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○ 確実性を高めるための更なる対策

補強対策を実施する箇所以外は，地質状況から，液状化
及びゆすり込み沈下により地表面がほぼ一定に沈下するこ
とから，局所的な沈下は発生しにくいと考えられる。

しかし，確実な通行性を確保するために，対策不要と評価
された箇所についても，路盤補強材（高密度ポリエステル）
を敷設する。

路盤補強等の実施箇所図

８．屋外アクセスルートの補強対策 （３／３）
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９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録とSs-D1の最大加速度値の比較

○2011年東北地方太平洋沖地震における地中地震計の観測記録の最大加速度と，Ｓｓ－Ｄ１による施設評価モデルの最大応答

加速度を比較し，地中における両者の最大加速度の増幅傾向は概ね整合的であることを確認した。

Ｓｓ－Ｄ１は周期特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答となることから代表して比較している。

なお，Ｓｓ－Ｄ１以外の基準地震動Ｓｓについても概ね同様の傾向を示している。

▼：地中地震計 ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＵＤ方向

▼E.L.-17m 

▼E.L.-192m

▼E.L.-370m
（解放基盤表面）

▽EL.-9.0m （基礎下端）
‐17.0 

‐192.0 

‐370.0

‐9.0

0 100 200 300 400 500

EL.(m)

加速度(cm/s2)
0 100 200 300 400 500

加速度(cm/s2)
0 100 200 300 400 500

加速度(cm/s2)

観測記録

Ss‐D1



地震対策-513

人工岩盤（厚さ約8m）

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録とSs-D1の最大加速度値の比較

○2011年東北地方太平洋沖地震における観測記録の最大加速度と，Ss-D１による施設評価モデルの最大応答加速度を比較し，

地中において観測記録の最大加速度の増幅は見られないがSs-D1による上下方向の最大応答加速度の増幅が見られたこと，

建屋において両者の最大加速度が同様の増幅傾向を示していることを確認した。

Ss-D１は，周期特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答となることから代表して比較している。

▼：地震計

基礎盤（厚さ5m）

▼

▼

▼

▼

▽E.L.-17m 

▽E.L.-192m

▽E.L.-370m
（解放基盤表面）

▼

▼

▼

※1 E.L.-9mにおける値。
※2 UD方向については，建屋入力位置以浅の表層地盤を考慮せずに評価しているため，露頭波としての値。
※3 Ss-D1を半分にした波（E）を入力し，その時の地盤応答（E+F）の値。ここで，E：上昇波，F：下降波。

イメージ図

水平方向 上下方向

0 200 400 600 800 1000

加速度(cm/s2)

観測記録 (NS) 観測記録 (EW)

Ss-D1 (NS) Ss-D1 (EW)

0 200 400 600 800 1000

加速度(cm/s2)

観測記録 (UD) Ss-D1 (UD)

0 200 400 600 800 1000
加速度(cm/s2)

0 200 400 600 800 1000
加速度(cm/s2)

▽E.L.-17m 

▽E.L.-192m

▽E.L.-370m
（解放基盤表面）

※1,2

※3※3

※1,2




